
チェック項目 対応策例 着手時期

1. 協議会の適切な運営

1.1 都道府県における地域・職域連携推進の根拠となる政策を確認する。 □
都道府県の地域・職域連携推進についての理念や方向性を
理解するために、根拠となる政策や計画を確認し、同じ意識
をもつ。

1.2

協議会の人的資源を確保している。 □

1.2.1 二次医療圏協議会の事務担当責任者が明確である。 □

協議会参加者、WG 参加者の名簿作成、共有する。1.2.2 各機関の担当者等名簿（部署、氏名、連絡先（メールアドレス等））
が作成されている。 □

1.2.3 担当変更時には引き継ぎが行われ、適切に管理・活用されている。 □

1.3 協議会の目的が明確に示されている。 □ 要綱のほか、事前説明等で説明する。疑問点をあらかじめ
確認しておく。

1.4 協議会の年間スケジュールが示されている。 □ 大まかな予定でよいので、メンバー間で合意を得ておく。

1.5 都道府県協議会と連携がとれる体制である。 □ オブザーバー参加、資料や議事録の共有等する。

1.6 管内市町村と連携が取れる体制である。 □ 市町村担当者をメンバーとして両輪で取り組む体制をつく
る。

1.7
協議会のルール、予算が明記されている。 □ 事業の範囲、予算化できる範囲などの制約は確認しておく。

（相手の仕事の肩代わりではなく、共同事業であること）

1.7.1 予算を超える事業を企画したいときの対応策を検討している。 □ 他の事業との共同実施、協力、協賛などの方法を検討する。

1.8 年間の実施状況が適切であったか、評価の仕組みがある。 □ ⇒７を参照

2. 協議会の構成（地域・職域連携以外の名称（例：健康経営等）の会議体の場合にも活用してください）⇒会議名

2.1 昨年度の協議会の構成と本書P.23〜24（協議会の構成機関に期待される役割）
とを比較し、参加してもらう必要のある機関に声掛けをする。 □ 声掛けする前に、相手機関の機能、事業、関心事等を事前

に調べ、それぞれが地域と連携したいと思うよう糸口を探し
ておく。協議会が何かしてくれるのではなく、地域で共通す
る課題に対して、参加団体の創意工夫により様々な活動に
展開できる場づくりであることを説明したい。

2.2 都道府県協議会の構成機関を確認し、その下部組織等に協力を要請する。 □

2.3 事例集や他の二次医療圏の好事例を参考にして、構成を検討する。 □

2.4 想定されるテーマに応じ、専門的かつ実践的見地から助言できる人に参加を求
める。 □ 協議会のメンバーではなく、スポット的に招致してもよい。

2.5
健康、生活習慣病等に関する他の検討会・協議会とのすり合わせを行い、重複
感があれば一体的に取り組む、もしくは部会とする等、実施しやすい方策を検
討する。

□ 健康経営、保険者協議会など他部局のもつ委員会の状況も
把握するとよい。

2.6 協議会で定められたテーマのもと、具体的な事業につなげるためのワーキング
グループ（WG）活動が可能な体制である。 □ 各団体には、協議会参加と同時に WG 参加者の氏名、連

絡先（メールアドレス）を提示してもらう。

3. これまでの協議会の振り返り、事業の継続性

3.1 過去 3 年間の報告書、議事録から、協議会の議題、実施内容、成果と課題を
確認する。 □

報告書を読み込み、具体的なイメージをつかんでおく。
これまでの協議会のテーマになったものの、具体策には結び
付いていないこと等を把握しておく。

3.2 人事異動により引継ぎが十分になされていない場合、協議会構成員（世話人な
ど）から情報提供を受け、協議会の雰囲気にもなじんでおく。 □

3.3 連携事業の年次計画が立っているのであれば、それを実施する。明確な計画が
ないのであれば、世話人と今後の進め方を検討する。 □

3.4　振り返りのためにも報告書は重要であることから、打ち合わせメモなどをできる
だけ残しておく。 □ 今後の発展のために不可欠である。

4. 協議会構成員の関心があるテーマについて情報・データ収集する

4.1 健康増進計画、データヘルス計画、総合計画等に採用されているデータを活用
する。 □ 庁内連携により、スポーツ部局、都市計画、介護等の情報

も得ることが可能。

4.2 都道府県協議会で活用されたデータを活用する。必要に応じて医療圏ごとに分
析し直す。 □ 都道府県は医療圏ごとに分析したデータを示すことが望まし

い。

4.3 協議体構成員からのデータ提供（資料等）を依頼する。 □ 医療保険者、産業保健側、医療・健診機関等、データを保
有しているところに依頼する。

4.4 緊急性のあるテーマについては、国レベルのデータでもよいので収集しておく。 □

4.5 データ収集、解釈や方向性について助言する専門家が構成員に入っているか、
確認する。必要に応じて相談、もしくは構成員に入ってもらう。 □ 保健所の専門職、大学・産業保健の専門家等を想定。

4.6 健康経営企業の状況、健康宣言をしている事業場の情報を得る。（宣言の根拠
は？）　健康スコアリングについて課題を聞く。 □ 健保組合、協会けんぽ等に問い合わせる。

4.7 労働基準監督署等、労働側の情報を集める。 □ 健診、労災、両立支援、健康な職場づくりなどの情報が得
られる。

ストラクチャー・プロセスに着目し、共同事業実施に向けて進んでいくことを目標にしています。
協議会がステップアップしていくために必要な要素を検討します。

【二次医療圏版 レベル2 の中で段階を高め、レベル 3を目指すためのチェックリスト】
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5. 協議会で協議すべきテーマの絞り込み

5.1 ３（振り返り）、４（情報、データ）などをもとに、優先的に取り組みたいテーマ
を数個設定する。 □

事務局でたたき台を作成、ワーキンググループ、世話人と
実現可能性、関心度について相談する。

5.2 政策の改正、社会情勢の変化などに応じ、地域・職域で共通して取り組むべきテー
マを検討する。 □

5.3

リストアップされた 5.1、5.2 のテーマのうち、連携して行う事業の種類、頻度、
方法、実施主体等の具体的な進め方をイメージしつつ、実現可能性を検討する。 □

事務局でたたき台を作成、ワーキンググループ、世話人と
実現可能性、関心度について相談する。

5.3.1 すぐに解決は難しい課題であるが、継続的に取り組みたい課題も長期
的なテーマとしてリストアップしておく。 □

5.4 以上の協議会の議論をもとに、優先的に取り組むテーマを決定する。 □ 協議会で決定する。

5.5 テーマの実行にふさわしいワーキンググループを立ち上げる。 □ メンバーには委嘱状を渡すなどの工夫をする。

6. 社会資源の活用、育成（ワーキンググループで検討）

6.1 5 で定められたテーマに関して、それぞれの機関が何をしているのか、何ができ
るのか、課題は何かの情報を収集する。 □ 単独実施で完結しているもの、効果・効率を高めるために連

携が望ましいものを整理しておく。

6.2 参加機関が保健事業等に利用している社会資源をリストアップする。 □ 健診機関、健康増進施設等をハブにして、地域・職域連携
が進んでいる事例もある。

6.3 それぞれの機関等が実施しているイベント等の共催が可能かを検討する。 □ 共催のルール、役割分担等を確認する。

6.4 それぞれの機関等が育成してきたボランティアの活躍の場を広げられるか検討す
る。 □ 運動、食生活改善、まちづくりなどのボランティア、学生ボ

ランティア等の活用を図る。

7. 共同事業の実施 □ 個別事業の実施要項・手順書作成。

8. 評価指標の設定
8.1 適切な構成員になっているか。 □ ⇒１、２の項　参照

8.2 協議会の運営はスケジュールどおりであったか。 □ ⇒1、4 の項　参照

8.3 共同事業の参加事業場数、参加者数（全体、地域側、職域側）。 □

計画時に目標設定し、毎年度評価していく。
8.4

共同事業の分野ごとの事業数。 □

8.4.1 うち、健康上の効果を測定・評価した事業数。 □

8.4.2 その効果。 □

8.5 地域・職域連携事業の成果の確認、課題の整理。 □ 世話人、WG、協議会参加者の所感でもよい。

8.6 次年度への引継ぎ事項の整理。 □ 名簿、議事録、スケジュール、共同事業実施について整理し、
引き継ぐ。

9. 公表、報告、コミュニケーション

9.1 健康寿命延伸のために、地域・職域が連携して健康増進・保健事業をすすめる
ことについての研修や情報提供を管内市町村、職域担当者等に実施している。 □

9.2 都道府県、二次医療圏、自治体等で開催する住民向けのセミナー、イベント等
の報告会で地域・職域連携を取り上げている。 □

9.3 ヘルスケア産業協議会など、他の協議会で本協議会の内容を報告している。 □

9.4 学会・研究会において、協議会の事業報告・研究発表をしている。 □

9.5　　　　　　　　　　共同実施の事業について、マスコミ等を活用した広報を行っている。 □
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